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2003年に創設された専門職大学院制度は､当初の10
専攻から2009年には128専攻へと拡大 し､大学院修
士 ･博士課程の全入学者に対して専門職学位課程入学
者の割合は約10%を占めるに至っているという｡タイ
トルから想定されるとおり､本書は､この専門職大学
院の現状を航海にたとえて分析しようとするものであ
る｡
もっとも､ひとくくりに専門職大学院といっても､
法科大学院のように国家試験の受験要件とされている
ものから､ビジネス系や公共政策系のように､想定さ
れている専門領域の参入に国家資格が必要でないもの
まで多種多様であり､これらを包括的に分析するのは
一筋縄の作業ではない｡
それでも､著者である2人は､｢何かが始まる｣と
いうその瞬間にしか記録できないものがあり､その時
代に ｢立ち会っている者にしか見えないものを､繋ぎ
とめたい｣という思いから､この困難な作業に立ち向
かった｡その結果､本書は､この制度が発足後どのよ
うに機能しているか､またそれが高等教育システムの
中でどのように位置付けられているのかについて包括
的に分析された､わが国はじめての研究成果となっ
た｡
本章の構成は､序章の性格を有する第1章に続けて､
第2章では ｢進水までの工程 (政策と制度)｣を､第
3章では ｢甲板上の乗組員 (学生と教員)｣を､そし
て､第5章では｢次の港に到着するまで (課題と展望)｣
を､それぞれ ｢マクロ的な視点｣から検討する｡さら
に､第4章では､各分野から抽出された11の専門職大
学院 (天使大学大学院助産研究科､駿河台大学大学院
法務研究科､関西学院大学会計大学院､創価大学教職
専門職大学院､芝浦工業大学大学院マネジメント研究
科､早稲田大学公共経営専門職大学院､京都大学社会
健康医学系大学院､グロービス経営大学院大学､事業
創造大学院大学､神戸情報大学院大学､映画専門大学
院大学)を､訪問調査による関係者へのヒアリング等
をもとに ｢ミクロ的な次元｣から紹介する｡
まず第1章では､先行研究の検討の結果､専門職大
学院は､いずれも修了後に予定されている ｢専門職｣
としての処遇に関連した問題があることが指摘される
(法科や会計のように ｢専門職｣になれるかという課
題､あるいは､ビジネスや教職のように ｢専門職｣と
して認知されるかという課題)｡著者はこれをアウト
プットの問題ととらえ､その前段階の教育課程をスル
ープットの問題､これらと相互に関連する入学者の量
と質をインプットの問題として､この3側面を分析の
枠組みとして使う｡
第2章の前半では､制度化にいたるポリティックス
について､国内外の動向を踏まえた分析が行われる｡
ボローニヤ･プロセス等の国際的な背景を有しつつ､
国内的にも大学に対する高度専門職業人養成の期待が
高まってきた背景のもと､1990年代に入って大学院制
度の改革が進展し､2002年には経営管理や会計などの
分野において全国で10の ｢専門大学院｣が設置された
こと､他方で､小泉内閣当時の規制緩和政策の一環と
して ｢教育特区｣を利用した株式会社による大学院設
立が可能となったこと､そこに､司法制度改革の一つ
として ｢唐突とも言うべき｣法科大学院構想が持ち上
がり､いわばラディカルな改革 ･改編のブレークスル
ーとして､専門職大学院制度が導入されたという経緯
が説明される｡ここで､読者は､｢専門職大学院｣と
いうくくりの中に､｢法科大学院｣｢教職大学院｣｢そ
の他の専門職大学院｣という設置基準の異なる大学院
が包摂され､それぞれ ｢法務博士 (専門職)｣｢教育修
士 (専門職)｣｢○○修士 (専門職)｣という異なった
学位が与えることとなった背景を理解することができ
よう｡
第2章の後半では､専門職大学院の制度､教育内容､
評価の分析が行われる｡著者は､設置者について関心
が高いようであり､ビジネス､会計の分野において､
私立および株式会社立が多い点が指摘される｡また､
職業資格 ･試験との関連が検討され､冒頭で示したよ
うに､わが国においてはこの点が極めて唆味である点
が指摘される｡さらに､認証評価制度の義務付けにつ
いて､専門職大学院は (一般の大学などが7年ごとで
あるのに対し)5年ごとであることが紹介される｡い
わば規制緩和の落とし子であるからこそ､事後的チェ
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ツクが重視され､第三者による外部評価- ｢質の保障｣
システムが必要なのだという｡
第3章では､入学学生と教員層の分析が試みられる｡
まず､入学倍率について ｢その他の専門職大学院｣に
おいては､全体としてここ数年は1.75倍程度で安定し
ているが､デザイン･デジタル系など新分野において
は苦戟しているとされる｡次に､入学者について､当
初は多かった20台半ばから30台後半までの社会人が減
少し､大学新卒や卒業から間もない層が増えているこ
と示される (なお､修了後の進路についての法科大学
院に関する記述は､修了後の5月に試験が行われるこ
ともあって､その分析方法に疑問がないではない｡も
っとも､修了後の進路把握の問題は各法科大学院が抱
える最も困難な課題の一つである)｡さらに､教員層
について､年齢構成､授業担当数および学位状況など
のデータが分析されている｡
第4章では､個別の大学院の実情について､入学者
の状況､カリキ.1ラム ･教員層の特徴､修了後の進路
などの点が紹介されている｡そのまとめとして､入学
者の従前の経歴に応じた教育カリキュラムが導入され
ている点､従来の大学のような体系化されたディシプ
リンに基づくものではなく､育成すべき専門職に必要
な要件から教育課程が編成されている点などが特徴と
して挙げられる｡
第5章では､議論のまとめと課題が指摘される｡ も
っとも､その課題は､単に専門職大学院 (制度)にと
どまるものではない｡まず､株式会社立の専門職大学
院がかかえる経営 ･ガバナンス等の問題から､そもそ
も ｢大学とは何か｣というきわめて原理的な問いが突
きつけられるという｡次に､大学院修了者がどのよう
に労働市場に送り出されるかについての問題 (｢専門
職｣になれるかという課題と､｢専門職｣として認知
されるかという課題)から､大学院における教育と労
働市場での評価の連携の問題を指摘する｡
本書を読み終えた感想として､まず､著者も指摘 し
ているが､｢専門職｣ として確立 している分野､とり
わけ国家資格 とリンクしている分野とそれ以外を並列
的に扱う難しさが感じられた｡もっとも､その困難さ
こそ ｢高度専門職とは何か｣､ひいては､そもそも
｢大学とは何か｣という根本的な問いかけにつながる
ものであろう｡
次に､総 じて､専門職大学院における教育カリキュ
ラムは､非常に画期的であり､賛沢であると感 じた｡
とりわけ､各大学院が工夫をこらして､インターンシ
ップや実習を積極的に取 り入れている｡そこで懸念さ
れるのは､コス ト負担の問題である｡受益者 (-学生)
か､設置者 (教員やインターンシップの受入先も含む)
か､はたまた社会全体が負担するのか｡
第4章では､個別の大学院の授業料の高さが指摘さ
れている｡ もちろん､多種の奨学金制度等が活用され
てはいる｡開設当初は､高い授業料を払ってでも､と
いう者が一定数いるであろう｡しかし､その昔が修了
後に社会的に認知されなければ､たちまち循環のプロ
セスは途切れてしまう｡法科大学院にしても､合格率
が3割を切った現状のもと､すでにその志願者は激減
している｡
設置者はどうか｡各事例においては､強い意志をも
って専門職大学院の開設に尽力した責任者が紹介され
ていた｡逆にいうと､それだけの強い意欲がないと
(損を覚悟で ?)設置することは難 しい｡そもそも､
高度専門職について､社会的ニーズがあるというので
あれば､さらなる公費負担がなされてもよさそうであ
るが､受け入れる社会の側が負担を受容できるか疑問
である｡一部の分野 (臨床心理系など)を除き､今後
専門職大学院が大きく増えることはないだろうとの著
者の予想には肯けるものがある｡
最後に､実際に法科大学院で授業 ･運営を担当する
者の感想として､まず､本学でも､弁護士事務所にお
ける2週間のエクスターンシップが選択必修科目の一
つとされている｡今のところ希望者は全員を受講する
ことができているものの､その実態は､本学の卒業生
などのってを頼り､特別な配慮のもとで受入れをお願
いしている状況であり､綱渡 り状態である｡･次に､
昨年度実施された第三者評価のために割かれた時間と
労力は､諸般の事情を差し引いても､なお予想以上の
ものであった｡事務的サポー トを含め､該当する年度
については特別な体制が必要不可欠である｡最後に､
在学中､誠実に勉学に励んだにもかかわらず､当初の
夢を果たせない修了生が増加 してきている状態は､教
摘するように､法科大学院については､｢法曹養成を
主たる目的としつつも､その他にも高度な法的素養を
身につけた修了生の育成をも目的とするのか｣考える
時期に来ていると思われる｡
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